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１ はじめに 
 法教育に関して、日本弁護士連合会をはじめ全国各地の弁護士会でも、数々の多様な取
り組みが行われている。千葉県弁護士会もその例外ではない。 
また 2007（平成 19）年度「法と共生」ゼミは、弁護士会による協力によって、生徒た
ちは何度も裁判所へ足を運んだからこそ、法律家の仕事や役割というものを目で見て体感
することができた。直接、弁護士の先生方から裁判に関する説明を聞いたり、質疑応答を
行わせてもらったことで、生徒にとって法律家の存在は非常に身近なものとなっている。 
 本論では、現場の教師が法律家と連携した授業づくりをさらに促進できるよう、これま
で千葉県弁護士会が行ってきた取り組みの概要について、紹介していきたいと思う。 
 
２ 聞き取り調査の概要 
 本論をまとめるにあたり、ゼミで裁判傍聴を行った際にお世話になった千葉県弁護士会
所属・山本宏行弁護士に依頼し、事前に聞き取り調査を実施させていただいた。山本弁護
士は、弁護士会内に設置された「法教育委員会」において委員長を務め、中心的な役割を
担われている。調査の概要は下記の通りである。 
千葉県弁護士会への調査概要 
【日時】2007 年 12 月 27 日（木）午後 13 時～(約 2 時間半) 
【場所】山本宏行法律事務所  
【質問項目】 
１ 千葉県弁護士会における現在までの取り組み状況 
・ 弁護士会内の活動体制 
・ 具体的な活動内容 
・ 実施件数および内容 
   ・ 学校やグループの特徴（学校種、学年、時間など） 
   ・ 問い合わせ件数および内容 
２ 裁判傍聴や説明を行う際に気をつけていること 
   ・ 傍聴する裁判、事件の中身 
３ 子どもたちの反応 
・ 質問や意見の内容 
４ 授業や説明を行った感想 
５ 学校や教員に対する意見や要望 
６ 弁護士会としての今後の活動展開 
７ その他、感じたことや考えていること等 
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３ 調査結果 
 本項では、インタビューにご協力頂いた山本弁護士の話に基づいて、千葉県弁護士会の
取り組み状況や、法教育に対する考え方などを整理していきたい。文章はできる限り話の
内容を再現できるよう留意したが、表現の仕方や話題の順序など適宜変更した。 
 
（１）千葉県弁護士会での取り組みについて  
現在は、弁護士会内に法教育委員会を設置し、弁護士 30 名ほどが携わっている。活動
を始めたのは平成 16 年 7 月からであり、当時の千葉県弁護士会会長が、日本弁護士連合
会から要請を受けて設置された。 
 
（２）法教育委員会として行った最初の実践  
○中学校 【参考資料１】 
＜平成 17 年 3 月、千葉市立緑町中学校体育館（中学 3 年生、約 130 名対象）、4 時限分＞ 
テーマは、「殺オオカミ事件1」。台本をもとに生徒は模擬裁判を演じ、それを見て全員で
判決を考える。議論の内容はおもに、事実認定と正当防衛が認められるかどうかで、正当
防衛が成立し無罪か、それとも殺人罪として有罪になるのかが争点となる。 
議論は班員約 10 名の班を 10 班作り、そこに弁護士各 1 名が付いて、できる限り全員一
致の結論が出るまで話し合いを行った。次に 10 班を＜有罪 7 班＞対＜無罪 3 班＞に分け、
班同士による学年全体での議論を行い、最後は両論併記という形で結論が出された。 
 この実践のねらいは、一つのものを見たときに、自分はどう思うかきちんと意見を言え
ること、また人の意見を聞いて自分との違いを考えながら、できるだけ一致した結論を見
出せることである。このとき大事なのは、妥協や納得するプロセスであり、ここには正解
が存在するわけではない。 
 
○小学校 
＜平成 18 年 1 月、轟町小学校（小学校 6 年生、3 クラス）＞ 
 中学校と同内容で「殺オオカミ事件」をもとに実践を行った。教材の難易度について、
小学生にも理解しやすいように、証拠となる事実を厳選するなどして判断材料を減らした。 
本実践では中学校のように合同ではなく、クラスそれぞれに弁護士 3~4 名を配置し、ク
ラスの中で班ごとの話し合いを中心に行った。結論は、過剰防衛が多かった。 
 小学 6 年生では、まず言葉の意味から丁寧に説明する必要があった。例えば“過剰防衛”
では、やりすぎがどの程度なのか、またオオカミと子ぶたの間にある力の差を考える必要
性など、細かいところまでわかりやすく説明しないとなかなか区別がつけられないようで
あった。さらに小学生の場合、聞くよりも「聞かせるための先生の技術」が求められた。
子どもたちは弁護士の説明に一応うなずくが、考えているのかわからない静けさが感じら
れ、そうした時に担任の先生が声をかけてクラスを和ませてくれた。 
 中学３年生と比較すると、15 歳はかなり意見がしっかりしており、充実した議論になっ
た。しかし小学校では、わかりやすく聞かせるための技術がないと難しいと感じた。 
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○授業を振り返って 
 千葉県弁護士会の場合、まず自分たちも（実践を）やってみようということが始まりで
あった。ちょうど 5 年後に裁判員制度が始まるということもあり、学校側も積極的に受け
入れ協力してくれた。法教育は必ずしも裁判員制度とイコールではないが、裁判員制度に
よる入りやすさはあった。子どもたちも見たことのない授業に、生き生きと楽しみながら
取り組んでくれたと思う。 
 小中学生で殺人を扱うことについては、「3 匹の子ぶた」という童話は、だれもが知って
いるため入りやすく、子ぶたとオオカミの話というフィクション性があることにで、割と
気楽に話を聞いている。これが人間の話だったらリアルすぎて引いてしまう所でもある。 
クラスでの授業の取り組みは、学校の方でまとまった時間を確保することが難しく、ま
た親しい先生がいないと直接お願いすることも困難だということから、上記の中学校と小
学校の授業が最後となった。 
 
（３）現在の活動『ジュニア・ロースクール』 
○『ジュニア・ロースクール』について 
現在は『ジュニア・ロースクール』を夏休み期間中に実施している。第一回目は、平成
18 年 8 月に、千葉の菜の花プラザで中学生を公募して行った。このときの参加生徒は 13
名と期待に反して少ない。この背景には、法教育の認知度の低さとともに、金融教育や人
権教育など様々な「○○教育」の一つとして、法教育の特徴がまだあまり知られていない
ことがあった。第二回目は、平成 19 年 8 月に実施し、参加者は十数名と依然少なくまだ
関心は低い。だが『ジュニア・ロースクール』は今後も続けていく予定である。 
 
○第一回目（平成 18 年 8 月）の実施内容 【参考資料２】 
教材は、「アミューズメント施設建設問題」を取り上げた。ここでは施設の建設に伴う問
題を理解し、その解決に向けてルール作りを行った。生徒は利害関係のある登場人物（施
設関係者、ＰＴＡ会長、地元商店街自治会長、高校生など）になりきって議論を行う。具
体的なルールとして、たとえば営業時間や酒類の提供、防音壁設置費用の配分など、それ
ぞれの立場から話し合った。その後、二班それぞれが作成したルールを発表し合い、お互
いのルールの特徴や違いを確認した上で、もう一度各自のルールを見直した。 
ここでのねらいは、自分の立場を主張すると同時に、人の意見もよく聞いて相手の立場
を理解し、お互いが妥協しあってルールができていく過程を学ぶこと。これは一般社会の
基本でもある。ここで自分たちが作ったルールがみんなのためにあり、自分たちで守って
いこうという順法精神も生まれる。こうして法の社会的価値が高まり、みんなが法を守る
ようになっていくことは法治国家の基本でもある。決してそれだけではないが、そうした
一つのモデルを自分たちの中に作っていくために、まずは地域コミュニティの基本を学ん
でいってもらった。 
初対面同士での話し合いについて、各グループに、議論の補佐役として弁護士が付いた。
グループ参加の生徒や声の大きな生徒に引っ張られる傾向はあったが、自分のことで意見
を言わされるのとは違い、バーチャルな世界で役割になりきってよく発言していた。 
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○法教育の意義 
みんなが作ったから守りましょうとだけ教えてしまえば、道徳になる。しかしそうでは
なくて、「決められたものは決め直すことができる」「自分たちに自主決定権がある」とい
うことを知ることが大事である。ここで必要なのが『フェアであること＜公正さ＞』とい
う考え方であり、中学生にはまだこの公正さが十分にある。大人になってくるとまず自分
の利益を考え、それが社会に軋轢を生む要因にもなっている。 
一番大切なのは、自分たちが主体となって法を作り、みんなのために守り、みんなのた
めにならなかったら直す、こうしたことができる市民の育成だといえる。たとえば赤信号
を車が来ないかどうかだけ確認して渡るような、自分のために守るか守らないかを決める
考え方では、法を決めた人と決められた人という縦の関係でしか意識できていない。しか
し、法にはみんなのためにあるという横の関係もある。法を＜国と個人の縦関係＞だけで
なく、＜個人と個人の横のつながり＞の中で意識することが必要だといえる。 
議論の中でも中学生は公正さの観点から、全体の利益についてよく考慮していた。自分
の中の公共心に従って、素直に認め、変更を受け入れている様子には驚かされた。ここに
本当の利害関係がないということも考えられるが、安易に妥協しているわけではないと思
う。大人になると「法は規制されるもの」という意識が強くなる。法になじみ、自分たち
の社会のために法があるということを感受するには、若いうちのほうがよく、それは小学
生でも変わらない。法教育の実践をやるにあたって、道徳との違いを意識し、みんなが作
った法は守れというのではなく、みんなで作ったルールは都合が悪くなれば変えながら、
つくり上げていくものと捉え、自由・平等・公正・人権などの概念を一個一個考えながら、
公正な判断をしていける人間になっていってほしい。 
 
○ルール作りと中学校校則との関係について 
 自治の問題からすれば、校則は変えていいはずであり、そこで教えられることはたくさ
んある。『決めていいことと悪いこと』という授業も考えられる。たとえば全員が髪の毛を
おかっぱにする校則であれば、本来自由でありよほどひどくない限り、校則で決めること
を見直してもよいはずである。教育の一貫として極端な逸脱はよくないが、茶髪はよくな
い等限度をおさえて、あとは自由にやれれば、かえって守るようになる部分もあるはずで、
これからもっと理解を深めていく必要がある部分だといえる。 
 
○第二回目（平成 19 年 8 月）の実施内容 【参考資料３】 
 『ジュニア・ロースクール』二回目では、契約書作りの実践を行った。初めに基本的な
売買（賃借）契約書に必要な要素を理解し、次に“ハプニングカード”を提示した。欠陥
や破損、同じ物を買っていた場合、契約を不成立にできるかどうか、契約の変更や解除に
ついて考えていった。最後に、消費者契約法で消費者が特別に保護される場合を学習して
いった。ここでは一回契約したものは守らなければならないという原則だけ教えるのでは
なく、売る側の理屈に消費者が負けないために、例えばクーリング・オフ制度があること
を取り上げた。参加した生徒には、売主と買主の二人一組になってもらい、生徒の父母も
参加した。当日は朝 10 時から始めて夕方 4 時までかかり、学校でこれだけまとまった時
間を確保することは容易ではないと思う。 
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（４）今後の展開について 
○『ジュニア・ロースクール』 
来年度からも継続して毎年行う予定であり、規模も大きくしていきたいと考えている。 
 
○学校現場での実践 
 轟町小学校の実践以降、現場の授業をどうするかという問題がとどまったままである。 
今の教育現場の状況を考えると、多くの時間を取ることは難しい。そこで 2 時間分あれば
実戦可能なコンパクトで面白い法教育授業の教材研究を行っている。今後、学校に直接行
き授業をしていくためには、学校や教員に具体的な教材を提示できれば、もっと受け入れ
られやすくなると思われる。 
テーマは「多数決で決めていいこと、悪いこと」【参考資料４】。多数決がすべて正しい
なら、みんなで決めたことはすめてよいことなのかを考えてもらう。少数意見の存在や人
権保護の観点から、多数決でも守られるべきものを、クラスの中にある身近な教材で考え
議論できる授業であり、教材をやさしくしていけば小学生でも実践は可能だと考えている。 
 
（５）高校での取り組み状況 
○市民サービス委員会 
法教育委員会は、小中学生を対象とし、高校生以上は市民サービス委員会が担当してい
る。高校生では専門教育（消費者教育）中心に、消費者金融やキャッチセールス等の悪質
商法、破産や正しいお金の使い方などを教えている。社会人になる前にそうしたもののカ
ラクリやしくみを教えてほしいという要請や、進路指導の一貫として職業紹介の依頼が多
く、千葉県弁護士会への講師派遣要請は、多いときで年間 10~20 校近くになることもある。 
 市民については、20 数年前から「市民法律講座」を毎年開催している。100~200 人規
模で募集し、ここでは授業形式で身近な法律問題を取り上げている。その他、抽選で選ば
れた市民 10 人を対象に、弁護士引率のもとで裁判傍聴を年 3 回行っており、こちらは裁
判手続の説明や、裁判傍聴を終えた後に議論を行っている。 
 
○高校の出前授業で感じた法教育の必要性 
 高校に出前授業に行ったときに、ある生徒から「なぜ悪いことをしたとわかりきっって
る人間を弁護するのか。どうして弁護士がついて弁護する必要があるのか。」という質問を
受けた。無罪の推定の話や、多数の人がやったと思っていても、証拠がない段階で権利を
無視して決めつけるような乱暴は通らないこと、また本当にやったかやらないか本人から
の言い分を聞く手続が必要だということなどを説明した。 
 ここで法の考え方や、多数決の善し悪し、少数者の人権を守るとことなど、実は自分の
人権を守ることにもなるということを、高校生に教えていかなければいけないと感じた。 
 
（６）法教育委員会と市民サービス委員会の役割分担 
中学生までは法教育委員会、高校生以上は市民サービス委員会担当と管轄を分けている
が、一つの委員会ですべて抱え込むと対応しきれない面があるため、あえて分けて取り組
んでいる。実際には委員が重複しており、両委員会の意思疎通もとれている。 
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また本来、法教育は高校でもやるべきであり、「ルール作り」や「殺オオカミ事件」は
高校でも十分やれる内容なので、いずれは取り組んでいきたい。しかしまだ法教育自体、
弁護士や学校の先生の間でもあまり知られていない部分がある。 
どちらかと言えば、法教育は双方向性や考えることを重視し、高校での取り組みは、こ
れから社会に巣立っていく人に対して専門的な知識を“転ばぬ先の杖”として与える内容
になっている。多少テリトリーが違うため、高校生には市民サービスの一環として、市民
サービス委員会が担当している。 
 
（７）法教育委員会への問い合わせ状況 
法教育委員会では、法の基本的な考え方について、弁護士ができることを教育の現場で
アドバイスしていくが、現在までのところ問い合わせはほとんどない。 
以前、中学校社会科の教員から授業でのアドバイスを求められたことがある。ルール作
りに関する授業だったのだが、そこで感じたのは、みんなで決めたいいことを何でもルー
ル化していくことは、法を学ぶのとは少し意味が異なるという点である。もし実際にそう
なっていけば、窮屈な社会になるだろう。法教育と道徳の棲み分けは難しいが、ルールは
社会の中で全員に同じ方向を向かせるためではなく、少数者への配慮があってこそ意味を
持つ。それを理解するために、必ず対立する立場が必要であり、原則と例外のある、きめ
細かな配慮をもったルール作りをしていかないといけない。 
 
（８）裁判傍聴で考慮する点 
 なるべく最初から最後まで裁判を把握できる事件を選ぶようにしている。例えば人違い
をしないために人定質問があるなど、手続一つ一つに大事な意味がある。また大切なのは、
本人がやったと言っていても有罪判決が出るまでは、無罪と見なされる『無罪の推定』の
原則が働いていることを理解できること。事件の種類については、殺人事件であっても見
るべきだとは思う。ただし性犯罪や、あまりに残酷なものは避け、主に覚醒剤の自己使用
や窃盗といった犯罪の基本型にしようと考えている。実際に裁判傍聴の実施は、小学生だ
と夏休みに親子で行う裁判傍聴、中学生では学校からの要望で実現したのが今のところ 1
校のみで、高校生ではインターンシップで裁判を見に来る学校がある。 
 
（９）学校や教員との関係づくり  
○法教育の授業 
授業で「ルールや法は守るんだ」というのではなく、あくまで主体はみんなにあるとい
うこと法教育の授業ではやっていきたい。もし学校の先生方が、法律で分からないことが
あれば、弁護士と一緒に勉強し学ぶことが大事であり、双方で交流していく必要がある。 
また自治や少数者の存在など憲法に直結する話や、民主主義と自由に関する法律の構造
など、法律家が加わることでより充実した授業になっていくはずである。しかしこうした
内容は専門性というより、法の基本的な考え方をわかっていないと簡単には説明できない。
法教育に取り組むにあたり、弁護士会と教員との定期的な学習会交流会をやっていきたい
とも考えている。 
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○裁判員制度に関する研修会 
平成 18 年に、裁判所・検察庁・弁護士会合同で、中学校社会科の先生方を対象に、裁
判員制度に関する夏期教員研修会を行った。 
裁判所や検察庁は、制度のしくみというハード面を教える。だが重要なのは、法廷の中
で何をやるのかということ。専門家の裁判官と、初めて裁判に加わる一般市民 6 名が、一
緒になって議論しながら結論を出していく際に、もし市民が権威に弱ければ、議論にはな
りにくい。そこで専門家に意見を言われたときでも、「だけど私はこう思います。」としっ
かり言える教育を十分にやっていく必要がある。 
実際、市民の中から選ばれた裁判員を交え行われた模擬裁判の様子を見ていると、裁判
員の方が、最初から裁判官の言うことはすごいと思っているようで、そこでは表面的な議
論はしているが、本質的な議論をやっていないように見受けられた。 
弁護士会が目指す法教育の内容は、ソフトの面であり、市民が裁判官に導かれ、そうで
すねというだけの、市民がお墨付きを与えるだけの裁判員制度では意味がない。評議の中
で本当の議論を行い、判決を決めていくためには、裁判員制度に十分対応できる＜市民社
会の市民＞を育てることが必要になる。法教育では、自分の意見と相手の意見を聞き、各
自が納得するまで議論して、公正な判断ができる人間を育てることであり、それは同時に
裁判員制度を成功させるかどうかにも関わってくる。また＜公法・私法・司法＞など、あ
らゆる分野の法教育カリキュラムを作ってやっていくことがベストだと思う。 
最近では、学習指導要領改訂の中に法が取り入れられるようになっている。最終的には
学校や教員が一人でもやれるよう地道に取り組んでいきたいが、やはり専門性の部分はア
ドバイスしながら、しっかり現場を支えていきたいと考えている。 
 
（１０）最後に 
法教育に対しては、まだまだ意識が低く広まっていないが現実である。 
だが裁判員制度では、個人が初めて司法の権力作用に直接参加し、裁判官と共に人の生
き死まで関わっていくことになる。日本の社会にとって画期的だが、それだけ責任は重い。
それに耐えられるだけの法感覚を身に付け、感情や権威に押されて単純な思考方法になら
ないよう、きちんと参加能力をもった市民を育てていく必要がある。それは日本社会が変
わるきっかけにもなり、法教育の取り組みに掛かっているので、そこを意識してみんなで
取り組んでいけたらよい。 
 
４ 調査を終えて 
 今回の聞き取り調査では、取り組みの意図や周囲の反応など、資料だけでは伺い知るこ
とのできない部分についても非常に良く理解することができた。 
千葉地裁の場合と比較して、とくに周囲の反応については違いがみられる。弁護士会が
「法教育」を前面に出して行う取り組みには、依然として反応が乏しいように思われる。
裁判所でも法教育につながる意識を持ちつつも、やはり周りには裁判員制度との関連で理
解捉えられ、実際に制度の広報活動も積極的に行っていることがあり、周囲には受け入れ
られやすい。ところがそうした裁判所であっても、まだ現場と連携した体制づくりや、制
度の広報活動として一過性のもので終わる危険性も孕んでいる。 
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 山本弁護士の話にもあったように、必ずしも法教育は裁判員制度とイコールではない。
法教育が果たす役割の中に、裁判員制度にとっても役立ちうる能力の育成が含まれており、
法教育の射程の方が広いと考えてよい。だが実際には制度との関連があると、話はスムー
ズに通りやすい。その場合、相手が求めているのは、法の基本的な考え方というより、も
しかしたら裁判員制度のしくみのほうを教えてほしいという場合もありうる。だがむしろ
それも法教育を知ってもらうチャンスととらえ、双方の意識の違いをうまく埋めながら、
法教育の意図や内容が認知されていけばよいと感じる。 
 法教育の取り組みは、何よりも実践を可能とする教育現場の受け皿が必要である。その
ためには学校や教員、また法曹関係者2の側も、お互いにどう取り組んでいったらよいか考
え、とにかく一度実践をやってみることが次につながっていくはずである。「法はみんなで
つくりあげていくもの、みんなのためにあるもの」という意味が、真に理解されるよう、
教育と法の双方の現場がわからないことを聞き合える基盤づくりが大切だといえる。 
最後に、本論をまとめるにあたってご協力いただいた千葉県弁護士会の山本弁護士には、
時間を割いて丁寧にご説明下さったことに改めてお礼申し上げるとともに、今後弁護士会
による「法教育」に関する活動が、益々広がっていくことを願い感謝の言葉と代えたい。 
 
                                                  
【注】 
1  茨城県弁護士会の後藤直樹弁護士が「３匹の子ぶた」の物語をもとに作成した教材であ
る。茨城法教育研究会 HP に多数教材が紹介されているので参照されたい。 
http://www.geocities.jp/lre_ibaraki/index.html 
2  第Ⅳ部の作成に際して、千葉地方裁判所と千葉県弁護士会のほか、千葉地方検察庁にも
聞き取り調査の依頼を行っていた。しかし何度か連絡を取り合い、検討してみるという返
答を得たものの、数ヶ月回答を待つ状態が続いている。残念ながら本報告書の刊行には間
に合わなかったが、今後も調査活動は積極的に続けていきたいと考えている。 
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